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脱税を AI が監視している

あさひ総研
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M&A 買手担当が最初にチェックすべき 5 つのポイント

雇用保険離職票のマイナポータル受け取り開始（2025年1月20日）

価格交渉促進月間に向けて

介護サービス事業者経営情報データベースシステム
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企業を取り巻く環境は、DX 化、人口構造の激変、AI やロボティクスをはじめとしたテクノロジーの進展により、これまで
経験したことのない状況に遭遇しています。これまでの業界の常識や前提は通用しない時代、従前の枠を超えた思考が必要
な時代になっていると感じます。あさひグループではこれまでの会計事務所の枠を超えて、経営者の皆様に役立つ情報を提供、
活用頂きたいという思いを込めて『Beyond』を発刊いたします。

[ Beyond] について

脱税を AI が監視している
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あさひ総研
・事業承継
　M&A 買手担当が最初にチェックすべき 5 つのポイント

・労務
　雇用保険離職票のマイナポータル受け取り開始（2025年1月20日）

・経営
　価格交渉促進月間に向けて

・社会福祉法人
　介護サービス事業者経営情報データベースシステム
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Focus　株式会社タカカツグループホールディングス
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統括代表社員　田 牧　大 祐

脱税を AI が監視している

シートに、なぜか交際費で渡したはずのギフトカード番号
があった。
　つまり、ギフトカードを購入した際に交際費とし、さら
にそのカードは渡さず、家族の飲食で使用、領収書を受け
取り、これを取引先との飲食や職員慰労の福利厚生費とし
て経費処理されていた。いずれの領収書にも実在する方の
名前が記載されていた。当然ながら悪質性が高いとして重
加算税※� となった。
　この事例は AI が判定した調査先だったかは不明である
が、とにかく、調査では異常な取引があるとしてピックアッ
プされた。
　経営者とそのご家族は、税務調査開始から 4 か月、何
度もいつ調査が終わるのかと尋ねて来られ、心穏やかに過
ごせなかったようだ。また、調査官の質問に、経営者の方
は言い訳を繰り返し、汗を書きながら苦し気な表情で答え
ている。修正申告 5 年分の納税負担の大きさに頭を抱え、
金策の悩みも加わっている様子であった。
　国税庁は AI の機械学習をさらに進めるとしており、「申
告漏れの可能性が高い納税者」の判定は、ますます精度を
高めていくであろう。
　脱税は納税者自身のためにならない。適正な税務申告を
行い、たとえ税務調査があっても胸をはった回答が出来る
納税者であることが望まれる。

※1　 ビジネスアナリティクスの略称で、蓄積された大量のデータの機
　　械学習や統計分析等により予測を行うツール

※2　申告内容に仮装・隠蔽がある悪質な場合に課税されるペナルティ的
　　な附帯税で、納付税額の 35％が課税される

　昨年 11 月、国税庁の所得税（個人）の税務調査で、申
告漏れによる追徴課税額が 1,398 億円に達したとの報道が
あった。過去の申告漏れ事例を AI に学習させた税務調査
手法の導入の成果とされている。追徴税額は、現行の統計
方法を採用した 2009 年以降で過去最高額を更新している。
　同様に、法人への税務調査でも、法人税、消費税及び源
泉所得税の申告漏れの追徴課税額も過去最高の 3,572 億円
となったことが報じられた。中小法人に対する税務調査に
おいても機械学習を活用した AI が「申告漏れの可能性が
高い納税者」を判定、AI が抽出した対象法人の追徴課税額
が全体の 8 割を占めたとのことである。
　2023 年 6 月に国税庁が発表した「税務行政のデジタル・
トランスフォーメーション」を見ると、課税・徴収事務の
効率化・高度化を進めるとしている。その一環として、デー
タを積極的に活用し、BA ツール※� を用いて、申告漏れの
可能性が高い調査先を予測するとしている。
　昨年 10 月、ある顧問先が税務調査対象となった。交際
費と福利厚生費の金額が規模に比して多めの顧問先であっ
た。交際費として、金額 3 万円や 5 万円のギフトカードを
多く購入し、領収書には渡した相手先の名前も記載されて
いた。経営者は、取引先や、働く職員を紹介してくれた方
などへの御礼として渡していたと説明していた。しかし、
調査の結果、相手先は実在するが、ギフトカードを渡して
いなかったことが判明した。さらに、交際費とされた飲食
費も、実際は家族での飲食代であることが分かった。
　ギフトカードを使用すると、レシートに番号と使用金額、
残高が印字される。飲食交際費で領収書についているレ

脱税は納税者自身のためにならない



雇用保険離職票のマイナポータル受け取り
開始（2025年1月20日）

申請期限

いまの社会保険労務士事務所
特定社会保険労務士　今野佳世子

埼玉県内 3 か所の労働基準監督署
にて労災認定・保険給付業務等に
従事。2008 年いまの社会保険労務
士事務所を開業。2010 年特定社会
保険労務士付記。

　従業員が離職後に雇用保険の求職者給付（基本手当等）
を受給するために必要となる雇用保険被保険者離職票

（以下、「離職票」という）は、離職前の会社を通じ受け
取ることになっています。そのため、離職者は会社が離
職票発行の手続きをハローワークで行った後に、会社か
ら送付されることを待つ必要がありました。
　2025 年 1 月 20 日から、離職者が希望し一定の条件を
満たしたときは、ハローワークでの審査が終了した後に、
自動的に離職票等の書類がマイナポータルに送信されま
す。これにより、会社側は書類の郵送等を行う事務負担
がなくなり、離職者も会社から郵送等で送付されること
を待つことなく離職票を受け取ることができるため、基
本手当等の早期受給が期待されます。
　マイナポータルで受け取るための条件は以下の通りであ
り、資格喪失手続き前に➀➁を完了している必要があります。

➀あらかじめマイナンバーをハローワークに登録してい
ること（会社が行う）
　　会社が、自社の雇用保険被保険者について個人番号
　登録・変更届をハローワークに提出します。電子申請
　も可能です。離職票のマイナポータル交付のためには、
　2 週間程度前までに行う必要があります。資格取得や
　育休等でマイナンバーを記載して手続きをしたことが
　ある被保険者は登録済みです。雇用保険でのマイナン
　バー利用が始まったころに、ハローワークから会社に
　登録依頼があったので、そのころ全て登録を完了した
　という会社も多いことと思います。

➁マイナンバーカードを取得し、マイナポータルの中で
離職票交付を受けるという利用手続きを行うこと（本人
が行う）

➂事業所が電子申請により雇用保険の離職手続きを行う
こと

　これらの条件がそろった被保険者の資格喪失届を会社
が電子申請し、審査が完了すると、「離職票は離職者の
マイナポータルに送付されました」と表示されます。会
社側からは離職票データは見ることができません。離職
者のマイナポータルには審査完了の通知が届きます。離
職者は、「求職の申し込み」（受給するためにまず必要な
手続き）のためにハローワークに行き、スマホ等で離職
票のコードをハローワーク職員に提示し、離職票を職員
が出力します。離職者は、自分で離職票を印刷する必要
はありません。

　離職票のマイナポータル交付には、以下のようなメリッ
トがあります。
【会社側】

　・離職票を本人に郵送する費用･作業（印刷･封入･発送）
　　の削減
　・迅速に手続きを完了できる
【離職者】

　・迅速に離職票を入手し、基本手当受給を開始できる
　・ハローワークに持参する書類が減る

　注意点は以下のとおりです。
1）事前準備が必要なこと
2）離職票は事業主には交付されないこと
　離職証明書事業主控は交付されますが、離職票には記載
される離職区分コードは表示されません。

　印刷した離職票を交付する際に、厚労省の「離職した皆
様へ」というパンフレットを同封し、ハローワークでの手
続きの説明としている企業も多いと思います。このパンフ
レットは、離職票と一緒にマイナポータルに送られるため、
本人がスマホ等で読むことができますので、「離職票が届
いたら、ハローワークでの手続きがあるが、詳しくはマイ
ナポータルに届くパンフレットを読んでください」と伝え
ればスムーズです。

厚生労働省リーフレット「被保険者の皆様へ　2025 年 1 月から、「離職票」を
マイナポータルで受け取れるようになりました」より

「離職票」等が送付されるまでの流れ

現在

①届出（窓口申請または電子申請）
・資格喪失届
・離職証明書

離職された方

離職証明書
事業主控

離職票等

ハローワーク

②送付（郵送または電子送付）

④ハローワークで雇用保険の受給手続きへ

離職票等

③送付

①届出（電子申請）
・資格喪失届
・離職証明書

事業所

離職された方

ハローワーク

②送付（電子送付）

④ハローワークで雇用保険の受給手続きへ

離職票等

離職証明書
事業主控

③マイナポータルに直接送付

※一定の条件（次頁以降参照）を満たした場合のみ対象となります。
条件を満たさない場合は、従来どおり事業所から送付ください。

年 月 日～

事業所

山形事務所　特別経営支援部　
成長戦略コンサルタント
近藤 直暉

2024 年 4 月より、㈱日本M&A セ
ンターから税理士法人あさひ会計
に出向中。M&A・事業承継支援を
担当。

●日々受け取るM&A案件情報の中から、どう見極めるか
　譲受 ( 買手 ) 企業の M&A 担当者は日々、取引のある
M&A 仲介会社などからダイレクトメールなどを通じて
相手先企業名が伏せられた状態の 1 次情報を受け取って
いることと思います。そして、その情報は膨大な量なの
ではないでしょうか。それらを一件、一件、時間をかけ
て吟味することは大切ですが、おそらく現実的ではない
でしょう。今回はどういう視点で精査していけばいいの
か、基本的な 5 項目をご紹介します。

➀あるべき姿からの逆算
　「企業の存在意義は何なのか」「10 年後、自分たちが
どういう企業であるべきか」、現状を分析し、そこに向
けて現状との乖離を埋めていくのが経営であり、M&A
はその「あるべき企業の姿」の実現を果たすための一手
段です。外部から紹介される譲渡案件は、「タイミング、
ご縁」と捉えられることもありますが、こうした長期戦
略、未来像を見据えた上で「この会社を迎えることで目
指すべき姿に近づけるのか」、原点に戻って冷静に考え
る必要があります。

➁サプライチェーン
　サプライチェーンとは、製品の原材料・部品の調達か
ら、製造、在庫管理、配送、販売、消費まで、一連の経
済活動の流れを指します。例えば、同業同士の M&A では、
相手先企業と自社の仕入先、販売先が競合している場合、
両社が一緒になることで、かえって悪影響を及ぼす可能
性も考えられます。よって、M&A の初期検討段階では、「こ
の会社と一緒になったら、自社のサプライチェーンの中
で、どのような変化が期待できるか / 懸念はないか」と
いう視点が必要です。

➂シナジー効果
　お互いの相乗効果がどこまで見込めるか、最終的な企
業評価、つまり譲渡金額を決定する上で、シナジー効果
の検証が大きな要素となってきます。シナジーには短期
的・長期的の 2 つがあります。すでに表面化している顕
在的なシナジーだけでなく、潜在的なシナジーをどう考
えるか、それこそが M&A の醍醐味であり、重要な論点
だと私は捉えています。 

➃投資対効果 
　よく M&A の世界では「良い案件、魅力的な案件」と
いう言葉を耳にします、そうした「良い」案件は、極論、
どの会社にとっても「良い、魅力的」な案件です。た
だし企業評価（価格付け）は企業によって考え方は異
なるため、 相手企業のブランドや価格に惑わされず、

「何を目的として M&A を行うのか」を再確認すること
が重要です。

➄相手企業の譲渡理由 
　概要資料には「譲渡理由：後継者不在のため」と記
載されていることが多いですが、「なぜ、いまこのタイ
ミングで譲渡を検討しているのか」「他に理由はないの
か」を深掘りする必要があります。表面的な理由をそ
のまま受け入れるのではなく、M&A 仲介会社を通じて
相手の真意を確認し、その理由が納得できるものであ
るかを判断することが重要です。意思確認を十分に行
わずに本格交渉に進むのは危険であり、後々のトラブ
ルを防ぐためにも、譲渡理由を慎重に確認した上で検
討を進めるべきです。

　上記 5 つのポイントで対象企業について検討する。
いずれかに当てはまらなければ見送り、次を検討する。
そうしたスピード感、感覚でなければ日々持ち込まれ
る数多くの情報を前に、身動きがとれなくなってしま
いかねません。まずは自社で 5 つのポイントで候補企
業にふさわしいかどうか、見極めることから始めてみ
ましょう。

M&A買手担当が最初にチェックすべき
5つのポイント



介護サービス事業者経営情報
データベースシステム

【制度の概要及び趣旨】
　2040 年を見据えた人口動態等の変化、生産年齢人口の減
少と介護現場における人材不足の状況、新興感染症等によ
る介護事業者への経営影響を踏まえた支援、制度の持続可
能性などに的確に対応するとともに、物価上昇や災害、新
興感染症等に当たり経営影響を踏まえた的確な支援策の検
討を行う上で、 3 年に 1 度の介護事業経営実態調査を補完す
ることを目的として、介護サービス事業者の経営情報の収
集及びデータベースの整備をし、収集した情報を国民に分
かりやすくなるよう属性等に応じてグルーピングした分析
結果を公表する制度が、令和 6 年（2024 年）4 月より創設
されました。

【対象事業者】
　原則、全ての介護サービス事業者が対象となります。
　ただし、「過去１年間で提供を行った介護サービスの対価
として支払いを受けた金額が 100 万円以下のもの」及び「災
害その他都道府県知事に対し報告を行うことが出来ないこ
とにつき正当な理由があるもの」は対象外となります。

【報告単位】
　原則、事業所・施設単位での報告となります。なお、事
業所単位で会計区分を行っていない場合など、やむを得な
い場合は法人単位の報告も認められています。

【報告内容】
・事業所又は施設の名称、所在地その他の基本情報
・事業所又は施設の収益及び費用の内容
・事業所又は施設の職員の職種別人数その他の人員に関す  
   る事項

・その他の必要な事項

　収益及び費用の報告にあたっては、法人が採用する会計
基準に基づき、使用する勘定科目が定められていますので
あらかじめ、採用している会計基準をご確認ください。

【報告方法】
　厚生労働省で運営する介護サービス事業者経営情報デー
タベースシステムにログインし報告を行います。
　なお、ログインには「ＧビズＩＤプライム」のアカウン
ト取得が必要になりますのであらかじめご準備ください。

■経営情報データベースシステム（ログインページ）
https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/zaimu/todokede/login

■「ＧビズＩＤプライム」の登録
https://gbiz-id.go.jp/top/apply/prime_sendbypost.html

【提出期限】
　毎会計年度終了後 3 カ月以内に提出が必要です。
　ただし、令和 6 年度内に実施されるべき報告（令和 6 年
3 月 31 日から令和 6 年 12 月 31 日までに会計年度が終了す
る報告）に限り、令和 6 年度末（令和 7 年 3 月 31 日）が
提出期限となります。
　なお、決算終了後会計監査を行うこととされており、当
該会計監査の承認が得られないと報告をおこなうことがで
きません。3 カ月以内の報告が難しい場合は、管轄の都道
府県の担当部局に事前相談をしたうえで、監査終了後早急
に提出することとされています。

　下記の厚生労働省ホームページ（介護サービス事業者経営情報
データベースシステム）に、より詳細な情報が掲載されております。

https://www.mhlw.go.jp/stf/tyousa-bunseki.html

山形事務所
経営支援部　
チームマネージャー　
三沢　博美

一般の事業会社のほか、
医療関係及び社会福祉法人を担当。

　中小企業庁では、下請企業である中小企業が適切に価
格転嫁をしやすい環境をつくるため、令和 3 年（2021 年）
から毎年 9 月と 3 月を「価格交渉促進月間」に設定し、
価格交渉・価格転嫁を促進するための広報活動や業界団
体を通じた価格転嫁を要請しています。
　最近は原材料価格・エネルギーコスト・労務費のすべ
てが上昇傾向にあり、自社の生産性や効率性の向上だけ
でこれらを吸収するのは不可能です。
　原材料価格とエネルギーコストの上昇分は、外部要因
によるものであるため価格転嫁が認められやすいイメー
ジがありますが、労務費は固定費であり企業の内部要因
によるものであるため、その上昇分は受注者（自社）の
生産性や効率性の向上で吸収すべき問題であるという意
識が発注者と受注者の双方に根強くあるようです。「当
社の社員の給料を上げるので値上げしたい…」などと労
務費の上昇を理由に取引先に価格交渉を行うことは、一
昔前だったら考えられませんでした。
　公正取引委員会は、デフレ脱却と経済の好循環の実現
のためには下請企業における労務費の適切な価格転嫁が
不可欠であるとの認識のもと、令和 5 年（2023 年）11 月に
内閣官房と連名で「労務費の適切な転嫁のための価格交
渉に関する指針」を策定し、公表しています。
　本指針では、原材料価格・エネルギーコスト・労務費
のうち、労務費の転嫁に係る価格交渉について、発注者と
受注者それぞれが採るべき行動／求められる行動を 12 の
行動指針として取りまとめています。
　発注者に対しては、そもそも労務費も原材料価格やエ
ネルギーコストと同じく適切に価格に反映させるべきコ
ストであり、下請企業から労務費の上昇分の価格転嫁の
要請を受けた際に協議することなく取引価格を据え置く
ことは独占禁止法上の優越的地位の濫用または下請代金
法上の買いたたきとして問題となるおそれがあるとし
て、発注者に注意を促しています。また、労務費の適切
な転嫁に向けた取組事例として、労務費上昇分の取引単
価の引上げ額について「当該受注者の労務費の上昇率 ×
当該受注者の売上高に占める労務費の割合」という係数
を取引単価に掛ける算定式を具体的に紹介しています。
　また受注者として採るべき行動／求められる行動とし
て、価格交渉において使用する労務費の上昇傾向を示す
根拠資料には「最低賃金の上昇率」などの公表資料を用
いることを推奨しています。発注者側に対しても、受注
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者が公表資料を用いて提示してきた希望価格を尊重する
よう求めています。これは、労務費を含めた自社のコス
ト構造を発注者に開示してしまうと逆に発注者からコス
トを査定され原価低減を求められる可能性があることを
懸念する声が寄せられたことに配慮したものです。この
点においても、労務費の適切な転嫁に向けた取組事例と
して、「受注者が求める引上げ率≦最低賃金の上昇率」
であれば受注者が求める額を受け入れるといった発注者
の事例を紹介しています。なお令和 6 年度（2024 年度）
の最低賃金の上昇率は、山形県 6.1％、宮城県 5.4％です。
　さらに、どのように価格転嫁の交渉に臨めばよいか戸
惑うことの多い中小企業に対しては、「価格交渉の申込
み様式（例）」をＨＰで公表し、その活用を促しています。
　今後の賃上げの原資確保のためにも、10 年以上価格
改定されていない受注製品がないか確認し、労務費の上
昇は自社で吸収すべき問題などと諦めることなく、公正
取引委員会の本指針を追い風に価格転嫁の交渉を検討し
てみてはいかがでしょうか。

価格交渉促進月間に向けて

公正取引委員会ＨＰ
「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」

中小企業庁ＨＰ
「価格交渉促進月間の実施とフォローアップ調査結果」




